京大広報 No. 133 by 京都大学広報委員会
Title京大広報 No. 133
Author(s)







1977. 2. 1. 
久広





育 ・訓練および管理 ・利用についての助言も行なう。一関連記’拝4ページ「解必」 ー
目 次
新年名刺交換会............…・・ ••••••• • .••• •••••••. 2 
新しい客員教授制度の発足…………………・...・ H ・2
a済学部長の交答…………...・H ・－－－………・…..2 
文学部長の交替…...・ H ・－…………・・・・・ •••.• • 2 





























































当初，わずかに 3， ：，~t座をもって出発した教育ー 学
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No. 133 京大広報
〈解脱〉
放射線隊害防止のために
一京都大学放射線障害予防規程の改正一
かねてから懸案になっていたX線取扱者の放射線障害
の防止については，昭和51年11月30日より施行された
「京都大学放射線障害予防規程」（以下「規程」とし、う）
の改正により，本学として放射性同位元素等からの放射
線障害の防止と共通した，統一された管理体制を持つこ
ととなった。この規程の改正を機会に，本学における放
射線障害防止体制について解説する。
この規程が制定されたのは昭和35年12月6日であり，
「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法
律」（以下「防止法」とL、う）にし、う使用者（京都大学）
は 「放射線障害予防規定」を作成し，科学技術庁長官に
届け出なければならないとあることに基づくものであ
る。またこの規程の制定に当つては，当時放射性向位元
素等を使用していた各部局推せんの教官により検討が重
ねられた。 その結果，危険にさらされるのは自分達であ
るので，一時の研究のスローダウンも止むを得ないと
し，法令の定めるところをなるべく忠実に実行しうる施
設を実現することに努力した。
放射性同位元素等の使用施設は，各部局ごとに科学校
術庁の承認を受けている。これは部局の独立性，施設と
安全の管理の面での部局の長の叉任が大きいこと，郎局
ごとに実状が異なることなどの理由による。これを本学
一本にまとめるのが，規程と中央管理機材専一放射性同位
元素等管理委員会（以下「管理委員会」という）および
放射線障害予防小委員会（以下「小委員会」という） ー
である。
人事院規則10ー 5「職員の放身J線障害の防止」 （以下
「10-5」という）の対象には防止法にL、う放射性同位
元素以外に 100万電子ボルト未満のX線，一定盆以上の
核原料物質および絞燃料物質，同じく放射性医薬品も含
んでいる。このうち，核原料物質および核燃料物質と，
放射性医薬品はそれぞれを規制する法律の適用をうけて
いる。 X線装位のうち診療用のものは医療法施行規則
（厚生省令）により規制されているが，それ以外のもの
は電離放射線障害防止規則（労働省令）により規制され
国立大学や国立研究機関での通常のX線を規制するのは
10-5だけである。
いわゆる放射線の管理には，線源、の管理と使用の規
制，取扱者の健康管理とがあろう。規程にはその両者が
もり込まれ，防止法にいう放射性同位元素等については
両者が笑施されている。放射性医薬品と核燃料物質の
取扱者の大部分は放射性同位元素の取扱者であるため，
後者の取扱者として登録され，健！お管理を実施してきた
が，.x線については，小委員会での申し合わせにより，
約10年前から各部局において， X線取扱者より健康管理
の希望があれば，放射性同位元素等の取扱者として登録
し，健康管理をしてよいとの便宜上の措置がとられてき
た。診療用X線装置については，医療法にのっとった規
制がなされている。
「京都大学職員健康安全管理規程」が制定される過程
で， 10-5と規程との関係をあらためて倹討する必要が
生じてきた。京都大学保健安全関係委員長懇談会が昭和
49年に発足し，その第1回の懇談会で，診療用以外のX
線装置の使用と健康管理の状況を報告し，早急に正式の
管理体制を作るべきことを提案した。この懇談会では，
X線はガンマ線と類似のものであり，また安全関係委員
会の中では管理委員会が最も近いことから，その委員長
が世話役となって管理体制jを作ることの推進方が依頼さ
れた。このため， X線を使用し，その使用に深い経験を
持つ各部局の人の意見を聞き，昭和50年4月15日に「X
線の管理体制lについて」とし、う答中を総長あてに行っ
た。これには，放射性同位元素等とX線の障害防止につ
いては人事院規則で一本化しているのであるから，両者
を別の管理委員会で管理することは望ましくないこと，
規程については今後の検討にまっとの内容が述べられて
し、Tょ。
昭和50年8月7日の管理委員会でこの件は了承され，
委員会の任務のうち，放射線障害にはX線の降F害も含め
ることとした。引続きX線、関係者数名と管理委只会委員
長，小委員会委員長が数回懇談した。この結果，当副X
線を管理機構の中へ入れるには最少限の規程改正で既－{jー
の放射性同位元素の管理機構に大きな負担をかけない
で， X線の管理も突施しうるのではないかとの意見がX
線関係岳の中から出された。この線にそって，数回の小
委員会と管理委只会との般討を経て今回の改正案が総長
に答tわされた。
この改正案は，管理体制にX線を入れるための以少i：肢
のものである。これを表わすために第1条に防止wと10
-5に準拠すると明記した。これは京都大学職只｛邸長安
全管理規程第17条を受けているためでもある。
今回の改正によって， X線取扱者は定められた健民診
断を受ける義務が生じる。 X線装置についても，今後は
規程に定められた管理が必要となる。
この規程改正自ijまでは，放射性同位元素等の取扱者l工
職R，大学院学生およびこれらに準ずる者とし， 学部；学
生は安全の確認されている定められた学生実験と卒業研
究のみを実施してよいことになっていた。 （人事院規則l
では対象が職員のみとなっている。）学生のX線の取扱
については今後つめて検討する必要があるが，現在のと
ころ放射性同位元素等と同様になる見込である。
管理体制が確立し規程が定められても，使用者の安全
に対する注立がなければ障害の防止は期しがたL、。今後
も安全対策には十分の努力を各自が払うよう希望するも
のである。
（前放射性同位元素等管理委員会委員長兵必知典）
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